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Theconceptofsustainabletourismｉｓｎｏｗｆｂｃｕｓｅｄｗｏｒｌｄｗｉｄｅａｎｄｉｔｓｉｍｐlementationand

howtoestablishefYectivemeasureshavebecomeaglobalthemeTourismbeingthemain

industlyofOkinawa，realizationofsustainabletourismisespeciallyurgent，becauseecological

vulnerabilityｉｓｈｉｇｈｉｎｉｓlandssuchasOkinawa、Naturalenvironment，society，andculmreare

alwayseasilyaffectｅｄｂｙｔｈｅｉｍｐａｃｔｏｆｔｏｕｒｉｓｍｉｎａｎｉｓｌａｎｄ

ＯｎｅｏｆｔｈｅｓｏｃｉａｌｄｅｍａｎｄｓｆｂｒｔｈｅＤepartmentofTourismSciencesfbundedattheUniversity

oftheRyukyusistodevelopthepersonnelwhocanconsiderandactalongtheconceptofsustainable

tourisminvariousfieldsoftourismlnordertoorganizethecurriculumandtoofYerthegroupof

subjectcourses,thepresentcircumstancesofoverseasanddomestictoulismincludingOkinawaare

overviewedOutlinedheｌｃａｒｃｔｈｅａｉｍｓ，thegoals，ａｎｄtheclassesofeachenvironmentrelated

subject．

１．はじめに

2005年４月、琉球大学法文学部に観光科学科（以下、DTS）が創設された。2003年４月、

小泉首相の主宰による観光立国懇談会がまとめた報告書での指摘、「専門の観光リーダー

を育成するため、教育改革が進行する機を捉え、高等教育機関において観光関連の学部を

新設すること、産官学の協力・連携体制を観光についても強化することも検討すべきであ

る」１１を契機として、同年７月に閣議決定された観光立国行動計画での位置づけを経てこ

の創設につながったものである。

ＤＴＳの設置にあたりその理念を、①地球社会の持続的発展と循環型共生社会の構築に

寄与する観光教育をめざすこと、②亜熱帯、島|醜、海洋性等の沖縄の環境特性を活かした

地球環境問題への貢献と、アジア太平洋地域島喚国への国際貢献、③世界の平和．安定に

寄与する異文化交流をもたらす平和産業としての観光の役割に留意した研究と教育とし、

これに基づき観光の教育と研究における「沖縄モデル」の構築をめざすこととしている。

そのためＤＴＳでは、観光経営分野、観光計画・政策分野、保養・保健観光分野の４分野

を設け、観光学を複合領域として文理融合により、沖縄の地域特`性に呼応した持続可能な

観光の創出に向けた教育と研究を行い、地域貢献や国際貢献に応えることをＤＴＳの役割

としている。２’

一方、1990年代以降、持続可能な観光（サステナブルツーリズム）の推進が国際的な課

蝋琉球大学法文学部観光科学科

ｌ）観光立国懇談会（2003）『観光立国懇談会報告諜一住んでよし、iMjれてよしの国づくり＿』の第Ⅱ章観光立国実現への課

題と戦略一日本ブランドの輝きを高めよう、第４節魅力を活かす環境整備の(6)項人材を育てよう、に記述されている。
出典：http://www,kantei・gojp/jp/singi/kanko/kcttei/030424/houkoku・hｔｍｌ

２）琉球大学法文学部観光科学科（2005）『琉球大学法文学部観光科学科創設記念国際シンポジウム、「２１世紀型観光学を探る」
報告識』、48.。
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題となっており、世界観光機関（ＵＮＷＴＯ）は国連環境計画（ＵＮＥＰ）や国際自然保護連

合（ＩＵＣＮ)、世界野生生物保護基金（ＷＷＦ）など国際ＮＧＯと共同して、観光の持続可

能`性をより推進するためさまざまな刊行物による普及啓蒙活動を継続している。こうした

国際的な潮流はわが国にも及んでおり、沖縄のような観光産業を主産業として振興を図る

地域で、かつ生態学的な影響を受けやすい島喚地域では、この視点にそった持続可能な観

光に向けた取り組みが欠かせず、政府機関や沖縄県も関連施策を展開しはじめている。

ＤＴＳにおける教育と研究では、このような今日的な状況に応じ、観光の持続可能性を

より高めることに留意した多面的な取り組みが求められよう。沖縄とアジア太平洋地域の

持続的な観光の振興のためにＤＴＳが協働できる取り組みとしては、内外の観光に関わる

多様な主体で自主的に行動できる人材の育成を一義とするほか、観光産業従事者や地方公

共団体の観光行政担当者、ＮＰＯ法人職員に向けた再教育プログラムの提供、スキルの向

上を支援する学習機会の供与、地方公共団体の観光振興への参画などが想定されよう。

ここでは、関連する各主体において持続可能な観光の達成に寄与できる人材の育成を意

図してＤＴＳが提供するカリキュラムと関連科目について、その構成にあたって考慮すべ

き事項に関する基本的な認識を提示し、そのうえで提供する科目の趣旨、達成目標、授業

内容等を概説することとしたい。なお、取り上げる科目は著者の当面の担当科目を中心に

しながら、他の関連科目についても言及することとする。

２．カリキュラムの構成および提供科目について基本的な認識

持続可能な観光の具現化に寄与できる人材の育成をめざすカリキュラムと提供科目の構

成にあたっては、持続可能な観光の概念、国際的および国内の枠組み、沖縄の特異性と観

光行政の現状などに的確に応える必要があることから、これらについての認識を以下に整

理してみる。

(1)持続可能な観光の概念

1992年にリオデジャネイロで開催された世界環境開発会議を経て環境問題への対処が地

球規模で課題とされるようになった。これと軌を一にして、観光についても持続可能な発

展を基調とする課題への取り組みが国際的な潮流となっている。よく知られているように、

ここにいう「持続可能な発展」は、1987年に発表された環境と開発に関する世界委員会

(TheWorldCommissiononEnvironmentandDevelopment）によるレポート（｢Our

CommonFuture｣）において提唱された概念3'で、以後各国の政策枠組みに広く取り入れ

られてきている。

国際的に共通する旅行者の堅調な増加を予測しているＵＮＷＴＯは、観光が地域にもた

らす負と正の影響を持続可能な発展のプロセスに組み入れ観光の持続可能性を高めよう

と、1990年代初頭から現在に至るまでさまざまな主体に向けた指針を刊行してきている。

ＵＮＷＴＯによる持続可能な観光についての以下の定義4)は、この概念の理解を助け、持続

３）Sustainabledevelopmentisaproceｓｓｔｏｍｅｅｔｔｈｅｎｅｅｄｓｏｆｔｈｅｐｒｅｓｅｎｔｗｉthoutcompromisingtheabilityof
futuregenerationstomeettheirownneeds、

この定義の和訳として、大来佐武郎監訳（1987）：『地球の未来を守るために』による「将来世代が自らの必要性を満た
す能力を損なうことなく、現在世代の必要性を満たすような発展を意味する｡」が汎用されている.

４）ＵＮＥＰ／ＵＮＷＴＯ（2005）MakingTourismMoreSustainable：aGuideforPolicyMakers、206p・の11ｐのボッ
クスに所収されている。
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可能な観光の達成に向けた具体的な行動に示唆を与えるものとして意義深い。

「持続可能の観光の概念は、全てのタイプの観光地におけるマスツーリズムはもとより

新たなツーリズムを含め全観光形態に適用できる。持続的であることの原則は、観光開発

についての環境、経済、社会・文化の３つの側面に及ぶものであり、長期的な持続性を保

証するためにはこれら３つの側面の間の適度なバランスが不可欠である。

持続可能な観光は、①当該観光開発にとってキーとなる要素を構成している環境資源を

最適利用すべきであり、また基本的な生態学的プロセスを妨げず、自然資源や生物多様性

の保全を支援しなければならない。②受入地域の社会・文化の真正性を期待して、地域固

有の文化遺産やその伝統的価値を護り、異文化間の相互理解と認容に参与すべき。③受入

地域に対する安定的雇用と所得の機会供与といったソーシャルサービスを含む適正な分配

を前提とする利害関係者への社会経済的利益の供与や貧困の緩和に貢献すべき。

持続可能な観光の達成には、①全ての利害関係者の参加、②観光に起因するインパクト

の定期的モニタリング、③必要に応じて回避や修正をはかるための方策を導入した連続的

なプロセスが必要である。

持続可能な観光は、ツーリストの高度な満足に応えるとともに持続可能性に関する問題

に気付かせ、持続可能な観光の実行を促すことに貢献する｡」

持続可能な観光についての定義は他にも少なくないが、ＵＮＷＴＯの示す上記の定義に

言及されている持続可能な観光の概念やあり方、取り組みの方策などを基本的な認識とし

ておきたい。

(2)国際的な枠組み

1992年にリオデジャネイロで開催された国連環境開発会議、いわゆる地球サミットにお

いて地球環境問題に立ち向かうためのいくつもの国際的ツールがもたらされ、これらが地

球規模で環境問題に対応する枠組みを形成することになったことは周知のとおりである。

地球サミットにおいて合意をみた、持続可能な開発を推進するための原則を示した「環

境と開発に関するリオ宣言｣、この原則を実行するための行動計画としての「アジェンダ

21｣、地球温暖化防止のための「気候変動枠組み条約｣、動植物の種の多様性の保全と持続

的な利用をめざす「生物多様性保全条約」を効果的に実行し成果を得るため、地域の自然

環境、文化、生活に深く関わっている観光の参入と役割分担が求められており、ＵＮＷＴＯ

など関連機関は履行のための指針を作成し構成する主体に向け喚起を行っている。罰）

自然環境や地域社会に対する悪影響を惹起することが多かったマスツーリズムの時代か

ら、ニューツーリズムとよばれる多様で個性的な観光への移行は、世界的に共通する傾向

であるとされるが、この流れの背景に環境問題に対する旅行者の意識の変革や関係主体の

当事者としての役割への気付きの浸透があることに注意したい。こうした変化は地球環境

問題に対処するための国際的枠組みが有効に機能するのを助長し、一方で持続可能な観光

の推進にもつながることから、関係主体のいっそうの取り組みが期待されている。

5）例として、WTTC／ＷＴＯ／EarthCouncil（1995）Agenda21fortheTravelandTourismlndustry-Towards

SustainableDevelopment、ＵＮＥＰ（2003）TourismＡｎｄＬｏｃａｌＡｇｅｎｄａ２１－ＴｈｅＲｏｌｅｏｆＡｕthoritiesin
SustainableTourismなどがある。
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(3)国内の枠組み

地球環境問題に対応する国際的枠組みが1990年代初頭にもたらされたのに呼応するよう

に、国内でも生物多様`性の保全、持続可能な社会の構築、循環型社会の創成といった相互

に関連する概念の具現化を目的とする新たな法律や現行法の改正による法制の整備が進め

られた。関係法を制定順に列記すると以下のとおりである。

・1992年絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律

・1993年環境基本法

・1997年環境影響評価法

・1998年循環型社会形成推進基本法

・1998年地球温暖化対策の推進に関する法律

・2002年自然再生推進法

・2003年環境の保全のための意欲の増進及び環境教育の推進に関する法律

・2004年文化財保護法の一部改正

・2004年景観法

・2004年特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律

これらの法律と、文化財保護法、自然公園法および鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関す

る法律など既存の関連法により、自然環境、文化遺産、ひいては観光資源やその環境の保

全に資する枠組みが形成されている。これらの法律の多くがめざす目的には、直接的な関

連性についての言及はみられないが、観光事象との間には相互に密接な関係があると理解

すべきであろう。観光は地域の自然環境や社会・文化にマイナスの影響を及ぼすことが少

なくない反面、持続可能な観光は地域の自然資源や生物多様性の保全や文化遺産の保全へ

の支援、自立的、持続的な地域発展への貢献といった関与を要件としているからである。

また、これらの法律は、その目的を達成するため事業者や国民の責務を規定していること

が一般的であり、関係主体の観光を介した当該法制の目的遂行への協力が求められている

と認識すべきであろう。

地域の良好な自然環境や固有の価値を有する文化遺産の保全は、同時に観光資源の保全

でもあり、地域資源の保全や回復に取り組む仕組みづくりを促す要因のひとつとして持続

可能な観光が寄与できると考えられる。そのためには、個々の法制を個別のツールとして

単独で運用するのではなく、補完的、有機的に連携させ戦略的な運用を図ることにより目

標の達成に取り組むことが必要であるが、関係省庁が参画して作成し行動の規範としてい

る生物多様,性国家戦|賂⑯'はその例として注目してよい。

(4)国内観光の新たな動向と地域振興

近年の国内旅行にみられる顕著な傾向として、マスツーリズムによる周遊型観光の時代

から、個人やグループによるニューツーリズムとよばれる多様で個性的な観光に移行して

きていることがあげられる。旅行者は、観光施設を周遊するより旅行先の生活や文化を体

験したり、地域住民との交流に旅の価値を求める傾向にあるという。昨今のエコツーリズ

６）生物多様性条約にもとづき、遺伝子、極、生態系の３つのレベルでの多様性を保全するため関係省庁により策定されるも

ので、関係施策の目標が提示され実行の規範となるものである。おおむね5年を１－|途に更新することとされており、2002年

に策定された現行の新多様性国家戦略は、2007年度111の改訂をめざして2006年度に見直し作業が進められている。
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ムやグリーンツーリズムといった持続可能な観光を体現するニューツーリズムの普及は、

この傾向を反映しているものとみてよい。

ニューツーリズムの展開には、受入れ地域の主体性や主導`性、地域社会全体での観光客

の受入れが不可欠で、地域資源の再評価による掘り起こし、地域の人材育成や新たな組織

の構築などが課題となるが、これらの課題に向け幅広い地域住民の参加と関係主体の協働

による持続可能な地域づくりが一体的に取り組まれることにより、魅力的な観光地づくり

にもつながり、また地域振興を図るうえで意義深いものとなろう。7ｊ

1963年に制定された観光基本法を抜本的に改正し、名称も改め2007年１月に施行された

観光立国推進基本法の趣旨を、主管する国士交通省総合政策局観光部門は「観光立国の実

現に関する施策の基本理念として、地域における創意工夫を生かした主体的な取組みを尊

重しつつ、地域の住民が誇りと愛着を持つことのできる活力に満ちた地域社会の持続可能

な発展を通じて国内外からの観光旅行を促進することが、将来にわたる豊かな国民生活の

実現のため特に重要であるという認識の下に施策を識ずべき」凶)としており、地域主導に

よる持続的な地域社会づくりと観光地づくりを同義的に捉え、その促進に資する施策を講

じるとしている点も注目される。

(5)沖縄観光の特異性と沖縄県の観光行政

湿潤亜熱帯気候下にあって大陸に由来する島唄からなる琉球列島は、生物地理学的にも

生態学的にも特異な地域であり、加えて近世までの独自の歴史やそれを通じて育まれた文

化は、隔離性とあい侯って、他にはない歴史、文化並びに自然をこの地域にもたらした。

これらの自然遺産や文化遺産の特異性と貴重性は、その代表的遺産が既に「琉球王国の

グスク及び関連遺産群」として世界文化遺産に登録され、次いで世界自然遺産への登録に

向けて準備が途に就いていることに反映している。この特異'性は、一方で脆弱な島喚生態

系と伝統的地域社会に所在することに由来するもので、これらの自然・文化遺産を観光資

源として活用を図るにあたっては、持続可能な観光の概念を踏まえた仕組みづくりと、的

確に対処できるスキルを備えた人材が各々の主体で従事することが不可欠であり、世代間

の公平性を損なうことのないように持続的に発展する社会の構築に、観光を通じて主体的

に役割を担うことのできる人材の育成を急ぐ必要がある。

沖縄の観光客数は、1972年以来ほぼ右肩上がりで増加をたどり、2006年には560万人を

超えるまでに達したが、この増加傾向はなお継続するものと予測され、現行の沖縄県観光

振興基本計画が終了する2011年の目標値として650万人が設定されている。入城観光客数

がこのように延びるなか、リピーター率の増加や個人旅行の増加に伴いニーズの多様化が

進んでいるとされる。帥

多様なニーズに対応した通年・滞在型の質の高い観光・リゾート地の形成の実現に向け

た振興施策を定め、その推進を図るとの方針のもとに、①国際的海洋,性リゾート地の形成、

②国民の総合的な健康保養の場の形成と体験・滞在型観光の推進、③コンベンション・ア

イランドの形成、④国内外の観光客受入体制の整備と誘客活動の強化をめざした諸施策が

7）2007年２月７日に開催された、琉球大学主催国際シンポジウム、「２１世紀型沖縄観光ビジョン：新たなツーリズムの展開を
求めて」にパネリストとして参加した、ＪＴＢの清水仮一氏による「ニューツーリズムヘ向けてのチャレンジとソリューショ
ン」と題する識演での指摘。

8）出典：http://www・mliLgojp/sogoseisaku/kanko/O61220ki}Ionhouhtml
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展開されている。これらの施策には、自然観光資源の保全・活用として赤土等流出の防止

対策、サンゴ礁等の生息環境の保全・再生などが、またエコツーリズムを推進するため

保全利用協定の策定、情報の収集・提供、人材育成や施設整備などがそれぞれ含まれてい

る。９）

３．ＤＴＳのカリキュラムにおける環境関連科目の概要

地球環境問題に対応するための国際的枠組みの基調概念である持続可能な発展と生物多

様性の保全は、国内政策の枠組みにおいても基調をなすものであり、観光に関連するいず

れの主体にあっても、固有の課題とともに取り組まれるべき共通の課題であると考えられ

る。また、亜熱帯性、海洋性、島喚`性に由来する生態学的特異性や固有の社会文化を基層

とする自然遺産や文化遺産を資源とする沖縄の観光では、負の影響をより受けやすい環境

下にあることからとりわけ持続可能な観光の早期確立が望まれる。

ＤＴＳでは、観光経営、観光計画・政策、保養・保健観光、持続可能観光の４分野を設

け、文理融合領域として観光事を提えてカリキュラムを編成し、将来どの主体において観

光に関わるにも持続可能な観光の概念に裏付けされた思考と行動ができる人材の育成をめ

ざすことに留意することとしている。

以下に自然観光資源や文化観光資源の保全と利用のあり方など環境に関連する科目の概

要を紹介する。

(1)自然観光資源概論

多様な自然に恵まれた国土にあって観光対象として利用されてきた自然資源は全国津々

浦々にあり、古くから名勝地や景勝地として著名な観光地が今も多い。一方、周遊型観光

から体験型観光へ移行にともない、新たな自然観光資源が開発され、その有用性がますま

す重要視されつつある現況にあって、持続的利用が国際的にも命題となっていることへの

認識を喚起し、順応的管理計画の樹立や施策の実施に参画できる人材の育成に資すため、

自然観光資源の保全に係る法制や保護制度のほか、内外の近年の新たな動向についても映

像の多用等により具体的に解説する。その際、とりわけユニークな自然観光資源が存在す

る一方、衰亡や絶滅が危‘倶される資源生物が少なくない沖縄に注目し、この地域の持続的

な発展に観光が貢献することを視野におくこととしている。

(2)文化観光資源概論

名所・旧跡としてとくに著名な文化観光資源が多く所在している観光地の他にも、長い

歴史を経て地域固有の遺産として保存されてきた多様な文化資源に事欠かないわが国で、

文化遺産の国際観光の興隆や循環的で持続的な観光地の創成への活用が期待され、文化的

景観の保護制度の導入などその取り組みを助長する施策がとられつつあることを、その背

景も含めて解説し、持続可能な観光を基調とする地域振興に参画できる人材の育成に資す

ことを目的とする。文化観光資源の保存に係る諸制度や世界文化遺産をめぐる動向につい

ても映像の多用等により具体的に解説し、理解を助ける。

9〉沖縄県（2006）観光要覧平成17年版
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(3)自然遺産保全論

持続可能な社会の発展のための国際的枠組みや国内制度の整備が進みつつあるなか、自

然観光資源の利用のあり方を見直す機運が高まってきている。本科目では、未来に残すべ
き多様な自然や自然景観を人類にとっての自然遺産とし、その危機的現状と保全の仕組み

を解説し、国際的な潮流とそれに呼応した国内制度の充実の経過を概観して、保全を基調
とする持続的な発展が観光分野でも不可欠であることを認識する機会を提供するもので、

国立公園や絶滅危Ｉ倶種などの自然遺産を保全する現行の法制の仕組みとその問題を理解し、

国際的および国内の動向を体系的に認識し、自然度の高い地域における持続可能な観光の
普及・促進に貢献できる人材の育成に質すものである。

(4)文化遺産保存論

歴史・文化遺産は古くから観光資源として利用されてきたが、利用する側の保存への具

体的参画は看過されてきたきらいがある。この現状を解消し観光の持続的発展を期すには

多様な文化遺産についての体系的な理解が不可欠である。本科目では、多様な文化遺産を

類型別に捉え、保存と活用の現状や課題について座学と現地研修により文化遺産の保存と

活用の理論と実際について体系的に学び、国内の世界文化遺産や文化財の多様さ、類型の

違いに応じた保存と活用のあり方と保護制度を具体的に理解し、地域の持続的な観光の発
展に寄与できる素地の習得を期すものである。

(5)観光と生態学

今世紀における観光産業の成長が確実視されているなか、観光が及ぼす地域の自然への

負のインパクトを回避し持続的に発展することが命題となっている折から、前世紀後半に

発達をみた生態学が、持続性を確保するためのツールとして関われる局面は少なくない。

本科目では、観光と生態学のかかわりについて関心と理解を深め、持続可能な観光の推進

に参画できる人材育成に寄与することを目的として、体系的かつ具体的な事例により生態

学やその応用科学である保全生態学について概説し、観光の持続的発展のためのツールと

してそれらがどう関われるのか解説し、多岐にわたる観光事象において持続可能性を基調

とする視点から考察し、行動できる素地の習得を期すものである。

(6)島の自然と観光

島の自然は脆弱で人為的影響を受けやすい。島の特異な自然を不可逆的に利用する傾向

の強い従来の観光のあり方が見直されるようになってきている今日的状況を踏まえ、本科

目では、島喚の特異な自然の成り立ちや生態学的特性を解説し、各地の島喚における観光

の現状の概観をとおして、島の観光には脆弱な自然への配慮と総合的な保全方策が不可欠

であることに注意を喚起することで、島の持続的な観光のあり方を理解し、島|喚における

観光に関わるどの主体においても適切に対処できる人材の育成に資すものである。

(7)世界遺産概論

観光資源としての世界遺産に関心が偏る傾向が強いなか、人類の自然・文化遺産を統合

的に保護し継承することを目的とする世界遺産条約の理念や国際的な保護制度の仕組み、
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締約国の国内措置、現状と課題などについて、現地研修や映像資料等の多用による効果的

な授業により体系的に解説することで、本制度の今日的意義を理解し、観光への有効活用

のあり方についても認識し、多方面で国内外の登録世界遺産の保存と活用に参画できる人

材の育成を期すものである。

以上のほか、ＤＴＳのカリキュラムでは、持続可能観光分野の専門科目として観光景観

論、エコツーリズム論、環境教育論、環境教育プログラム開発、島喚沿岸生態系管理学概

論が、共通専門科目としてインタープリテーション論がそれぞれ提供されている。

また、持続可能な観光の具現化には、当該地域の環境のみならず、経済と社会文化の面

でもバランスのとれた持続的な地域社会づくりが不可欠であることから、持続可能観光論、

観光地理学、観光開発論、観光資源論、島岨観光産業論、地域づくりと観光開発、地域開

発論、島|嘆経済学、環境経済学、観光社会学、観光倫理学などの科目を観光経営分野と観

光計画・政策分野において提供し、観光に関連するセクターの構成員として持続可能な地

域社会への取り組みに参加できる人材の育成に資することとしている。

なお、琉球大学では共通教育において沖縄地方の自然や歴史・文化の特色について琉球

大学特色科目群として多彩な科目を提供しているが、これらのうちには沖縄のサンゴ礁、

琉球の自然、琉球の自然保護など自然科学領域の科目や、沖縄の美術・工芸、沖縄研究入

門、うちな_ぐちあしびなど人文科学領域の科目が含まれている。これらの科目は沖縄の

特色のある観光について基礎的な知見を提供するものであり、持続可能な観光のあり方に

ついての思索や行動に資することが期待できることから、これらの科目の複数を履習する

ことを薦めることとしている。
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